様式第１号（第８条関係）


　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　


企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
交付申請書


　企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業について、補助金の交付を受けたいので、企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金交付要領第８条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。


記

１　補助事業の目的及び内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　補助事業の実施期間
（工事着手予定）　　　年　　　月　　　日　　～　　　年　　　月　　　日
　　　（支払完了予定）　　　年　　　月　　　日


３　交付申請額（千円未満切り捨て）

　　　金　　　　　　　　　　　円




様式第２号（第８条関係）
　　　年　　月　　日

事業計画書
1 [bookmark: _Hlk138092160][bookmark: _Hlk138092819]基礎情報
	事業を実施する事業所について

	事業所名称
	

	所在地・住所
	

	業種
	

	営業・稼働時間
	

	申請担当者情報ついて

	　　担当者名
	

	　　住所
	

	　　電話番号
	

	　　メールアドレス
	


　　
2 需要家の情報（リースモデルの場合）
	需要家について

	需要家名称
	

	所在地・住所
	

	業種
	

	営業・稼働時間
	

	需要家担当者情報ついて

	　　担当者名
	

	　　住所
	

	　　電話番号
	

	　　メールアドレス
	




3 事業概要
	（１）導入方法等

	
	導入方法
	□自社購入　□リースモデル

	
	余剰電力売電の有無
	有　　　・　　　無

	
	売電先（上記、「有」の場合）
	

	
	売電単価（上記、「有」の場合）
	

	
	需要家名（リースの場合）
	

	
	契約期間（リースの場合）
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	（２）設置場所
	
（添付①）補助対象設備を設置する建物、土地の平面図・機器配置図を添付

	導入設備概要
（添付②）補助対象設備の仕様・諸元が分かる書類を添付（太陽光パネル、パワーコンディショナー、蓄電池それぞれ）
（添付③）単線結線図・システム系統図等の補助対象設備が需要先に電気的に接続されることを示す図面を添付

	
	太陽光パネル合計出力
	　　　　　　kW

	
	パワーコンディショナー出力
	            kW

	
	蓄電池設備容量
	            kWh



4 年間の商用電力使用量の状況とその効果（見込み）
	
	現行（導入前１年）
実績
	設置後（導入後１年）
見込
	効果
（現行－設置後）

	期間
	令和　年４月
　　　～令和　年３月
	令和　年４月
　　　～令和　年３月
	

	年間商用電力使用量
	kWh
	kWh
	kWh



5 運用計画（申請時）
	[bookmark: _Hlk145004850]
	設備導入前
（実績）
	設備導入後
（見込み）

	
	①

商用電力使用量
（設備導入前）


［kWh］
	②

太陽光発電量



［kWh］
	③

自家消費電力量
（②のうち
自家消費する分）
⇒設備導入効果
［kWh］
	④

自家消費割合
（③/②×100）


［%］
	⑤

商用電力使用量
（設備導入後）
（①-③）

［kWh］

	４月
	
	
	
	
	

	５月
	
	
	
	
	

	６月
	
	
	
	
	

	７月
	
	
	
	
	

	８月
	
	
	
	
	

	９月
	
	
	
	
	

	１０月
	
	
	
	
	

	１１月
	
	
	
	
	

	１２月
	
	
	
	
	

	１月
	
	
	
	
	

	２月
	
	
	
	
	

	３月
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	



　　（以下に示す関係書類を添付しチェック欄にチェックしてください。）
　　　□設備導入前の商用電力使用量が確認できる資料
　　　□太陽光発電電力量の算出の考え方が分かる資料

様式第３号（第８条関係）
　　年　　月　　日
事業工程表


（工事着手予定）　　　年　　　月　　　日　　～　　　年　　　月　　　日
（支払完了予定）　　　年　　　月　　　日

	主な工種
	　 　月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	備考

	
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	1
	11
	21
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




様式第４号（第８条関係）
　　年　　月　　日


補助対象経費算定根拠


	業務項目
	金額（単位：円）
	備考

	①太陽光発電設備

	例）太陽光発電システム一式
	
	

	例）架台費
	
	

	例）設置工事費
	
	

	
	
	

	小計
	　

	②蓄電池設備

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	小計
	　

	合計（①＋②）
	



※金額の根拠となる見積書及び見積内訳書の写し等を添付すること。
※要領別表第２を参照し、対象外経費は総事業費から差し引くこと。

様式第５号（第８条関係）
補助要件チェックシート（事業実施前）
該当する場合に☑を入れてください。チェック欄全てに当てはまらない場合は、原則補助金を交付することができません。なお、チェックした項目については、別途、確認させていただく場合があることをあらかじめご了承ください。
補助申請者名　　　　　　　　　　　　　　　

	項目
	確認内容
	チェック欄

	（補助事業者要件）

	4.1.(3)
	
	県税及び地方消費等の未納がないこと。
	□

	4.2
	
	暴力団又は暴力団員等と関わりがないこと。（詳細は交付要領第４条第２項参照）
	□

	（補助事業要件）

	事業全般
	
	

	
	(1)
	本補助事業が二酸化炭素の排出の削減に効果があること。
	□

	
	(2)
	本補助事業実施時における最新の各種法令等を遵守した事業であること
	□

	
	(3)
	本補助事業の実施により取得した温室効果ガス削減効果について、J-クレジット制度への登録を行わないこと。
	□

	
	(4)
	本補助事業によって得られる効果等について、様式１８号に基づく利用実績報告書により報告すること。
	□

	
	(5)
	本補助事業によって、得られる環境価値のうち、需要家に供給を行った電力量に紐づく環境価値を需要家に帰属させるものであること。
	□

	
	(6)
	ＦＩＴ又はＦＩＰ制度の認定を取得しないこと。
	□

	
	(7)
	電気事業法第２条第１項第５号ロに定める接続供給（自己託送）を行わないものであること。
	□

	
	(8)
	需要家の敷地内に補助事業により導入する補助対象設備で発電して消費する電力量を、当該補助対象設備で発電する電力量の30％以上とすること。その上で、当該自家消費分も含めて50%以上を県内で消費すること。
	□

	
	(9)
	本補助事業以外の、国又は地方自治体等から他の補助等を受けて事業を実施するものでないこと。
	□

	
	(10)
	県内の自らが事業を営む建物を有する事務所又は事業所に補助対象設備を設置する事業であって、補助対象設備を設置する建物（野立ての場合は土地）を自ら所有していること。なお、野立ての太陽光発電設備を設置する場合については、事務所又は事業所となる建物と同じ敷地内に設置するものに限る。
	□

	
	(11)
	再エネ特措法に基づく「事業計画ガイドライン（太陽光発電）」（資源エネルギー庁）及び「説明会及び事前周知措置実施ガイドライン」（資源エネルギー庁）に定める遵守事項等に準拠して事業を実施すること。特に、次に示す（ア）～（シ）について遵守すること。
	□

	
	ア
	地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとともに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めること
	□

	
	イ
	関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこと
	□

	
	ウ
	防災、環境保全及び景観保全を考慮し補助対象設備の設計を行うよう努めること。
	□

	
	エ
	一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと。
	□

	
	オ
	20kW以上の太陽光発電設備の場合は、発電設備を囲う柵塀を設置するとともに、柵塀等の外側の見えやすい場所に標識（補助対象事業者の名称・代表者氏名・住所・連絡先電話番号、保守点検責任者の名称・氏名・住所・連絡先電話番号、運転開始年月日及び本補助金により設置した旨を記載したもの）を掲示すること。
	□

	
	
	※20kW未満や屋根上設置などを理由に該当しない場合は、下記にその旨を記載し、右欄に☑を記入してください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	カ
	電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査及び報告徴収に対する資料の提出に対応するため、発電設備の設計図書や竣工試験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理し、保存すること。
	□

	
	キ
	設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施すること。
	□

	
	ク
	接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けたときは、適切な方法により協力すること。
	□

	
	ケ
	防災、環境保全及び景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問題が生じた場合は、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊の防止及び近隣への配慮を行うよう努めること。
	□

	
	コ
	補助対象設備を処分する際は、関係法令（立地する自治体の条例を含む。）の規定を遵守すること。
	□

	
	サ
	補助対象設備の解体・撤去等に係る廃棄等費用について、「廃棄等費用積立ガイドライン」（資源エネルギー庁）を参考に、必要な経費を算定し、積立等の方法により確保する計画を策定し、その計画に従い適切な経費の積立等を行い、発電事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること。
	□

	
	シ
	災害等による撤去及び処分に備えた火災保険や地震保険、第三者賠償保険等に加入するよう努めること。
	□

	太陽光発電設備
	
	

	
	(1)
	太陽光パネルとパワーコンディショナーの出力の低い値（小数点以下切り捨て）が1kW以上であること。
	□

	
	(2)
	商用化されており、導入実績があるものであること。
	□

	
	(3)
	未使用品であること。（中古品は補助対象外）
	□

	
	(4)
	固定方法は、「JIS C 8955:2017太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法」等、一定の基準（固定荷重、風圧荷重、積雪荷重、地震荷重等）を満たすものであること。
	□

	
	
	≪屋根等に太陽光発電設備を設置する場合≫
積雪を考慮した上で、太陽光発電設備を設置できる耐荷重を有する建物であること。（太陽光設備の設置場所が屋根でないなど、本項目に該当しない場合は、次の括弧内に設置場所の概要を記載し、右欄に☑を記入してください）。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□

	蓄電池設備
	
	

	
	(1)
	上欄に示す太陽光発電設備の付帯設備であること。
	□

	
	(2)
	商用化されており、導入実績があるものであること。
	□

	
	(3)
	未使用品であること（中古品は、補助対象外）。
	□

	
	(4)
	再エネ発電設備によって発電した電気を蓄電するものであり、平時において充放電を繰り返すことを前提とした設備であること。
	□

	
	(5)
	停電時のみに利用する非常用予備電源でないこと。
	□

	
	(6)
	定置用であること。
	□

	
	(7)
	家庭用：12.5万円/kWh、業務用：11.9万円/kWh以下（いずれも工事費込み・税抜き）の蓄電システムとなるよう努めること。
※複数者からの見積りの取得や販売事業者に対して条件を満たす価格の蓄電システムの調達可否の確認を行う等の取組みを行うこと。
	□














[bookmark: _Hlk158971963]様式第６号（第８条関係）
　　年　　月　　日

関係法令チェックリスト（事業実施前）

１．関係法令確認に係る再生可能エネルギー発電設備
	発電設備の出力（kW）
※太陽光パネルとパワーコンディショナーの出力の低い値
	

	発電設備の設置場所
	



２．発電設備の設置場所に係る関係法令への該当状況
	
	項　目
	該当の有無
	手続き（予定）
状況記載欄

	１
	国土利用計画法に基づく土地売買等届出
	□有
□無
	

	２
	都市計画法に基づく開発許可
	□有
□無
	

	３
	河川法に基づく工作物の新築棟の許可、河川区域内の土地占用・掘削許可
	□有
□無
	

	４
	港湾法に基づく港湾区域内の水域又は港湾隣接地域における占用の許可、臨港地区内における行為の届出
	□有
□無
	

	５
	海岸法に基づく海岸保全区域等の占用許可
	□有
□無
	

	６
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域内の行為許可
	□有
□無
	

	７
	砂防法に基づく砂防指定地における行為許可、砂防設備の占用許可
	□有
□無
	

	８
	地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域内の行為許可
	□有
□無
	

	９
	景観法に基づく届出
	□有
□無
	

	10
	農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農業振興地域整備計画の変更手続
	□有
□無
	

	11
	農地法に基づく農地転用許可
	□有
□無
	

	12
	森林法に基づく林地開発許可等手続、伐採及び伐採後の造林の届出手続
	□有
□無
	

	13
	文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出、史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更許可
	□有
□無
	

	14
	土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出
	□有
□無
	

	15
	自然公園法に基づく工作物新築許可等
	□有
□無
	

	16
	自然環境保全法に基づく工作物新築許可等
	□有
□無
	

	17
	絶滅のおそれがある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく生息地等保護区の管理地区の行為許可等
	□有
□無
	

	18
	鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区の特別保護地区の行為許可
	□有
□無
	

	19
	環境影響評価法・条例に係る環境影響評価手続
	□有
□無
	

	20
	消防法に基づく設置届
	□有
□無
	

	21
	宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく工事許可等
	□有
□無
	

	22
	その他の法律・条例に係る手続
（法令名：　　　　　　　）
	□有
□無
	



※該当「有」の場合は、当該法令手続き書類等を確認させていただくことがございますので、あらかじめご承知ください。
※また、申請書類等から、該当「無」とチェックいただいた箇所についても確認させていただくことがございますので、あらかじめご承知ください。




様式第７号（第８条関係）

県税の納税状況の確認について
　　　　　　　　は、企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金交付を福井県に申請するにあたり、福井県の県税事務所等が、福井県エネルギー環境部エネルギー課に対し、私の福井県への納税状況に関する情報を提供することに同意します。
　　　　　年　　月　　日

住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　
社名（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　福井県知事　　　 様

	＊納税状況の確認に関する事項
　本同意書に基づき提供された納税状況は、福井県が実施する企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金の交付事務以外には使用いたしません。



※福井県担当者記入欄
	上記の者の　　　　年　　月　　日現在の県税の納税状況については以下のとおりです。受付印欄


　　□滞納なし　　　　　□滞納あり

　　□徴収猶予あり



回答事務所　　□福井県税事務所　□嶺南振興局税務部
様式第８号（第１０条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　福井県知事　　様


[bookmark: _Hlk160181187]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金遂行状況報告書


令和　　年　　月　　日付け福井県指令エネ第　　　号で補助金の交付決定を受けた企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金の遂行状況報告について、企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金要領第１０条の規定により、報告します。

記

１　状況
	内　　　容
	金　　　額
	支払
（予定）
年月日
	備考

	
	　　　　　　　　　　円
	　　
	

	合　　計
	円
	
	





様式第９号（第１１条関係）
　　年　　月　　日


繰越承認申請書


　福井県知事　　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　号で補助金等の交付決定を受けた企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金について、事業の繰越を行いたいので、下記のとおり承認を申請します。


記


１　事業実施主体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　補助事業の進捗状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　補助事業に要した経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　繰越の内容及び理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　補助事業の完了の予定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）
　１　繰越の内容及び理由は、できるだけ詳細に記入すること。


様式第１０号（第１２条関係）

　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
補助事業計画変更承認申請書

　令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　号で補助金等の交付決定を受けた企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金に係る事業の計画（事業内容、経費配分）を下記のとおり変更したいので承認をお願いします。

記

１　変更の理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　変更の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）
１　変更の理由を証する書類を添付すること。
　２　変更の理由及び内容は、できるだけ詳細に記入すること。




様式第１１号（第１３条関係）
　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　



企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
補助事業廃止（中止）承認申請書

令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　号で補助金の交付決定を受けた企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金に係る事業を下記のとおり中止（廃止）したいので承認を申請します。

記


１　廃止（中止）の理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　廃止の時期（中止の期間）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）
１　廃止・中止の理由を証する書類を添付すること。
２　廃止・中止の理由は、できるだけ詳細に記入すること。


様式第１２号（第１４条関係）

　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　


企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
完了実績報告書

令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　　号で補助金等の交付決定を受けた企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金に係る事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業等の名称
　　　　企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金

２　補助事業の実施期間
（工事期間　）　　　年　　　月　　　日　　～　　　年　　　月　　　日
　　（支払完了日）　　　年　　　月　　　日

３　補助金等の交付決定額及びその精算額
　　　金　　　　　　　　　　　円

４　補助事業の成果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





様式第１３号（第１４条関係）
　　　年　　月　　日

事業実績書
1 基礎情報
	事業を実施する事業所について

	事業所名称
	

	所在地・住所
	

	業種
	

	営業・稼働時間
	

	申請担当者情報ついて

	　　担当者名
	

	　　住所
	

	　　電話番号
	

	　　メールアドレス
	


　　
2 需要家の情報（リースモデルの場合）
	需要家について

	需要家名称
	

	所在地・住所
	

	業種
	

	営業・稼働時間
	

	需要家担当者情報ついて

	　　担当者名
	

	　　住所
	

	　　電話番号
	

	　　メールアドレス
	




3 事業概要
	（１）導入方法等

	
	導入方法
	□自社購入　□リースモデル

	
	余剰電力売電の有無
	有　　　・　　　無

	
	売電先（上記、「有」の場合）
	

	
	売電単価（上記、「有」の場合）
	

	
	需要家名（リースの場合）
	

	
	契約期間（リースの場合）
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	（２）設置場所
	
（添付①）補助対象設備を設置する建物、土地の平面図・機器配置図を添付

	導入設備概要
（添付②）補助対象設備の仕様・諸元が分かる書類を添付（太陽光パネル、パワーコンディショナー、蓄電池それぞれ）
（添付③）単線結線図・システム系統図等の補助対象設備が需要先に電気的に接続されることを示す図面を添付

	
	太陽光パネル合計出力
	　　　　　　kW

	
	パワーコンディショナー出力
	            kW

	
	蓄電池設備容量
	            kWh



4　設備写真
次の写真を［導入設備等個別調書］に貼付け
　・設置した設備の全景写真
　・太陽光パネルの型式及び設置枚数が分かる写真
　・パワーコンディショナーの型式及び設置台数が分かる写真
　・蓄電池設備の型式及び設置台数が分かる写真

導入設備等個別調書
	No.
	

	設備（工事）名称
	

	写真
	

















	No.
	

	設備（工事）名称
	

	写真
	

















※必要に応じて写真添付欄を追加してください。

様式第１４号（第１４条関係）
　　年　　月　　日


補助対象経費実績根拠


	業務項目
	金額（単位：円）
	備考

	①太陽光発電設備

	例）太陽光発電システム一式
	
	

	例）架台費
	
	

	例）設置工事費
	
	

	
	
	

	小計
	　

	②蓄電池設備

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	小計
	　

	合計（①＋②）
	



※金額の根拠となる請求書の内訳書の写し等を添付すること。
※要領別表第２を参照し、対象外経費は総事業費から差し引くこと。




様式第１５号（第１４条関係）
補助要件チェックシート（事業実施後）
該当する場合に☑を入れてください。チェック欄全てに当てはまらない場合は、原則補助金を交付することができません。なお、チェックした項目については、別途、確認させていただく場合があることをあらかじめご了承ください。
補助申請者名　　　　　　　　　　　　　　　

	項目
	確認内容
	チェック欄

	（補助事業者要件）

	4.1.(3)
	
	県税及び地方消費等の未納がないこと。
	□

	4.2
	
	暴力団又は暴力団員等と関わりがないこと。（詳細は交付要領第４条第２項参照）
	□

	（補助事業要件）

	事業全般
	
	

	
	(1)
	本補助事業が二酸化炭素の排出の削減に効果があること。
	□

	
	(2)
	本補助事業実施時における最新の各種法令等を遵守した事業であること
	□

	
	(3)
	本補助事業の実施により取得した温室効果ガス削減効果について、J-クレジット制度への登録を行わないこと。
	□

	
	(4)
	本補助事業によって得られる効果等について、様式１８号に基づく利用実績報告書により報告すること。
	□

	
	(5)
	本補助事業によって、得られる環境価値のうち、需要家に供給を行った電力量に紐づく環境価値を需要家に帰属させるものであること。
	□

	
	(6)
	ＦＩＴ又はＦＩＰ制度の認定を取得しないこと。
	□

	
	(7)
	電気事業法第２条第１項第５号ロに定める接続供給（自己託送）を行わないものであること。
	□

	
	(8)
	需要家の敷地内に補助事業により導入する補助対象設備で発電して消費する電力量を、当該補助対象設備で発電する電力量の30％以上とすること。その上で、当該自家消費分も含めて50%以上を県内で消費すること。
	□

	
	(9)
	本補助事業以外の、国又は地方自治体等から他の補助等を受けて事業を実施するものでないこと。
	□

	
	(10)
	県内の自らが事業を営む建物を有する事務所又は事業所に補助対象設備を設置する事業であって、補助対象設備を設置する建物（野立ての場合は土地）を自ら所有していること。なお、野立ての太陽光発電設備を設置する場合については、事務所又は事業所となる建物と同じ敷地内に設置するものに限る。
	□

	
	(11)
	再エネ特措法に基づく「事業計画ガイドライン（太陽光発電）」（資源エネルギー庁）及び「説明会及び事前周知措置実施ガイドライン」（資源エネルギー庁）に定める遵守事項等に準拠して事業を実施すること。特に、次に示す（ア）～（シ）について遵守すること。
	□

	
	ア
	地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとともに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めること
	□

	
	イ
	関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこと
	□

	
	ウ
	防災、環境保全及び景観保全を考慮し補助対象設備の設計を行うよう努めること。
	□

	
	エ
	一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと。
	□

	
	オ
	20kW以上の太陽光発電設備の場合は、発電設備を囲う柵塀を設置するとともに、柵塀等の外側の見えやすい場所に標識（補助対象事業者の名称・代表者氏名・住所・連絡先電話番号、保守点検責任者の名称・氏名・住所・連絡先電話番号、運転開始年月日及び本補助金により設置した旨を記載したもの）を掲示すること。
	□

	
	
	※20kW未満や屋根上設置などを理由に該当しない場合は、下記にその旨を記載し、右欄に☑を記入してください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	カ
	電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査及び報告徴収に対する資料の提出に対応するため、発電設備の設計図書や竣工試験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理し、保存すること。
	□

	
	キ
	設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施すること。
	□

	
	ク
	接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けたときは、適切な方法により協力すること。
	□

	
	ケ
	防災、環境保全及び景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問題が生じた場合は、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊の防止及び近隣への配慮を行うよう努めること。
	□

	
	コ
	補助対象設備を処分する際は、関係法令（立地する自治体の条例を含む。）の規定を遵守すること。
	□

	
	サ
	補助対象設備の解体・撤去等に係る廃棄等費用について、「廃棄等費用積立ガイドライン」（資源エネルギー庁）を参考に、必要な経費を算定し、積立等の方法により確保する計画を策定し、その計画に従い適切な経費の積立等を行い、発電事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること。
	□

	
	シ
	災害等による撤去及び処分に備えた火災保険や地震保険、第三者賠償保険等に加入するよう努めること。
	□

	太陽光発電設備
	
	

	
	(1)
	太陽光パネルとパワーコンディショナーの出力の低い値（小数点以下切り捨て）が1kW以上であること。
	□

	
	(2)
	商用化されており、導入実績があるものであること。
	□

	
	(3)
	未使用品であること。（中古品は補助対象外）
	□

	
	(4)
	固定方法は、「JIS C 8955:2017太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法」等、一定の基準（固定荷重、風圧荷重、積雪荷重、地震荷重等）を満たすものであること。
	□

	
	
	≪屋根等に太陽光発電設備を設置する場合≫
積雪を考慮した上で、太陽光発電設備を設置できる耐荷重を有する建物であること。（太陽光設備の設置場所が屋根でないなど、本項目に該当しない場合は、次の括弧内に設置場所の概要を記載し、右欄に☑を記入してください）。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□

	蓄電池設備
	
	

	
	(1)
	上欄に示す太陽光発電設備の付帯設備であること。
	□

	
	(2)
	商用化されており、導入実績があるものであること。
	□

	
	(3)
	未使用品であること（中古品は、補助対象外）。
	□

	
	(4)
	再エネ発電設備によって発電した電気を蓄電するものであり、平時において充放電を繰り返すことを前提とした設備であること。
	□

	
	(5)
	停電時のみに利用する非常用予備電源でないこと。
	□

	
	(6)
	定置用であること。
	□

	
	(7)
	家庭用：12.5万円/kWh、業務用：11.9万円/kWh以下（いずれも工事費込み・税抜き）の蓄電システムとなるよう努めること。
※複数者からの見積りの取得や販売事業者に対して条件を満たす価格の蓄電システムの調達可否の確認を行う等の取組みを行うこと。
（行った取組み：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□













様式第１６号（第１４条関係）
　　年　　月　　日

関係法令チェックリスト（事業実施後）

１．関係法令確認に係る再生可能エネルギー発電設備
	発電設備の出力（kW）
※太陽光パネルとパワーコンディショナーの出力の低い値
	

	発電設備の設置場所
	



２．発電設備の設置場所に係る関係法令への該当状況
	
	項　目
	該当の有無
	手続き（予定）
状況記載欄

	１
	国土利用計画法に基づく土地売買等届出
	□有
□無
	

	２
	都市計画法に基づく開発許可
	□有
□無
	

	３
	河川法に基づく工作物の新築棟の許可、河川区域内の土地占用・掘削許可
	□有
□無
	

	４
	港湾法に基づく港湾区域内の水域又は港湾隣接地域における占用の許可、臨港地区内における行為の届出
	□有
□無
	

	５
	海岸法に基づく海岸保全区域等の占用許可
	□有
□無
	

	６
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域内の行為許可
	□有
□無
	

	７
	砂防法に基づく砂防指定地における行為許可、砂防設備の占用許可
	□有
□無
	

	８
	地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域内の行為許可
	□有
□無
	

	９
	景観法に基づく届出
	□有
□無
	

	10
	農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農業振興地域整備計画の変更手続
	□有
□無
	

	11
	農地法に基づく農地転用許可
	□有
□無
	

	12
	森林法に基づく林地開発許可等手続、伐採及び伐採後の造林の届出手続
	□有
□無
	

	13
	文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出、史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更許可
	□有
□無
	

	14
	土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出
	□有
□無
	

	15
	自然公園法に基づく工作物新築許可等
	□有
□無
	

	16
	自然環境保全法に基づく工作物新築許可等
	□有
□無
	

	17
	絶滅のおそれがある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく生息地等保護区の管理地区の行為許可等
	□有
□無
	

	18
	鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区の特別保護地区の行為許可
	□有
□無
	

	19
	環境影響評価法・条例に係る環境影響評価手続
	□有
□無
	

	20
	消防法に基づく設置届
	□有
□無
	

	21
	宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく工事許可等
	□有
□無
	

	22
	その他の法律・条例に係る手続
（法令名：　　　　　　　）
	□有
□無
	



※該当「有」の場合は、当該法令手続き書類等を確認させていただくことがございますので、あらかじめご承知ください。
※また、申請書類等から、該当「無」とチェックいただいた箇所についても確認させていただくことがございますので、あらかじめご承知ください。




様式第１７号（第１６条関係）

　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　


企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
補助金交付請求書

令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　　号で額の確定の通知があった補助金を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。



今回請求額　　　　　　　,０００円















様式第１８号（第１９条関係）
報告日　　年　　月　　日

企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
利用実績報告書
1 基礎情報
	事業を実施する事業所について

	事業所名称
	

	所在地・住所
	

	業種
	

	営業・稼働時間
	

	申請担当者情報ついて

	　　担当者名
	

	　　住所
	

	　　電話番号
	

	　　メールアドレス
	


　　
2 需要家の情報（リースモデルの場合）
	需要家について

	需要家名称
	

	所在地・住所
	

	業種
	

	営業・稼働時間
	

	需要家担当者情報ついて

	　　担当者名
	

	　　住所
	

	　　電話番号
	

	　　メールアドレス
	




3 事業概要
	（１）導入方法等

	
	導入方法
	□自社購入　□リースモデル

	
	余剰電力売電の有無
	有　　　・　　　無

	
	売電先（上記、「有」の場合）
	

	
	売電単価（上記、「有」の場合）
	

	
	需要家名（リースの場合）
	

	
	契約期間（リースの場合）
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	（２）設置場所
	
（添付①）補助対象設備を設置する建物、土地の平面図・機器配置図を添付

	導入設備概要

	
	太陽光パネル合計出力
	　　　　　　kW

	
	パワーコンディショナー出力
	            kW

	
	蓄電池設備容量
	            kWh




4 年間の商用電力使用量の状況とその効果
	
	現行（導入前１年）
実績
	設置後（導入後１年）
実績
	効果
（現行－設置後）

	期間
	令和　年４月
　　　～令和　年３月
	令和　年４月
　　　～令和　年３月
	

	年間商用電力使用量
	kWh
	kWh
	kWh



4 
5 運用計画（工事完了後）
	
	設備導入前
	設備導入後

	
	①

商用電力使用量
（設備導入前）


［kWh］
	②

太陽光発電量



［kWh］
	③

自家消費電力量
（②のうち
自家消費した分）
⇒設備導入効果
［kWh］
	④

自家消費割合
（③/②×100）


［%］
	⑤

商用電力使用量
（設備導入後）

［kWh］

	４月
	
	
	
	
	

	５月
	
	
	
	
	

	６月
	
	
	
	
	

	７月
	
	
	
	
	

	８月
	
	
	
	
	

	９月
	
	
	
	
	

	１０月
	
	
	
	
	

	１１月
	
	
	
	
	

	１２月
	
	
	
	
	

	１月
	
	
	
	
	

	２月
	
	
	
	
	

	３月
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	



　　（以下に示す関係書類を添付しチェック欄にチェックしてください。）
　　　□商用電力消費量が確認できる資料
　　　□太陽光発電電力量が確認できる資料
　　　□自家消費電力量が確認できる資料

様式第１９号（第２０条関係）
　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
設備毀損（滅失）届出書

令和　　年　　月　　日付け福井県指令エネ第　　　号で補助金の交付決定を受けた企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金において取得した設備について、下記のとおり、毀損（滅失）しましたので届け出ます。

記

１　毀損（滅失）した設備の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　毀損（滅失）の時期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　被害の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　毀損（滅失）の原因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　今後の方針（修繕、買替など）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）
　被害の状況について、できる限り詳細に記載し、写真等を添付すること


様式第２０号（第２１条関係）
　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
取得財産等処分承認申請書

令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　　号をもって補助金の交付決定を受けた取得財産等を下記のとおり取り扱いたいので、企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金交付要領第２１条第２項の規定により承認を申請します。

記

１　処分の内容
（１）処分する取得財産等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　処分の理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）
１　交付決定通知書の写しを添付すること。
２　処分にかかる費用の見積書を添付すること。
３　処分の理由は、できるだけ詳細に記入すること。


様式第２１号（第２１条関係）
　　　年　　月　　日

　福井県知事　　様
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金
取得財産等の処分等による収入金報告書


令和　年　月　日付け福井県指令エネ第　　　号をもって承認通知を受けた取得財産等の処分等の取り扱いにより下記のとおり収入金があったので、企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金交付要領第２１条第２項の規定により報告します。

記
１　処分した取得財産等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　取得財産等の取得年月日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　取得財産等の取得金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　処分の内容
（１）処分した月日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）処分による収入金の合計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４）処分による収入金の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）
１　交付決定通知書の写しを添付すること。
